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( ) Abstract: Provided i s an illumination device m which a substrate
cover can b e attached easily. The disclosed illumination device includes: a
cold-cathode tube (17); a chassis (14) in which the cold-cathode tube (17)
i s housed; a control substrate (40) that i s attached to the base plate (14a)
o f the chassis (14); and a substrate cover (60) that i s attached t o the base
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The illumination device i s characterized i n that: the base plate (14a) has a
projection (52) that projects toward the substrate cover (60); and the pro
jection (52) supports the substrate cover (60) when the chassis (14) i s in
stalled in a state such that the plate surface (Hal) o f the base plate (14a)
i s arranged along the vertical direction.

(57) 要約：基板 カバーの取付作 業を容 易に行 うことができる
照明装置 を提供す る。本発 明に係 る照 明装置 は、冷陰極管
1 7 と、冷 陰 極 管 1 7 が 収 容 され た シ ャー シ 1 4 と、
シャーシ 1 4 の底板 1 4 a に取 り付 け られ た コン トロール
基板 4 0 と、底板 1 4 a に取 り付 け られ、 コン トロール基
板 4 0 を覆 う形で配 され た基板 カバ一 6 0 と、 を備 え、底
板 1 4 a には、基板 カバ一 6 0 側 に突 出され た突部 5 2 が
設 け られ 、底板 1 4 a の板 面 1 4 a 1 が鉛 直方 向に沿 う形
でシャー シ 1 4 が設置 され た設置状態 において、突部 5 2
は、基板 カバ一 6 0 を支持す ることを特徴 とす る。
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明 細 書

発明の名称 ：照明装置、表示装置、及びテレビ受信装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、照明装置、表示装置、及びテ レビ受信装置に関する。

背景技術

[0002] 従来、液晶テ レビなどの液晶表示装置に用いる液晶パネルは、自発光 しな

いため、別途に照明装置 としてバ ックライ ト装置を備えている。このバ ック

ライ ト装置は、液晶パネルの裏側 （表示面とは反対側）に設置 されるものが

周知であり、液晶パネル側に開口された形状をなすシャーシと、シャーシに

おける底板の内面側に設置 される複数の光源 （例えば冷陰極管や L E D など

) と、シャーシの開口部を覆 う形で配され、光源が発する光を効率的に液晶

パネル側へ出射させるための光学部材 （拡散板等）と、シャーシ内に敷設さ

れ、光源か らの光を光学部材並びに液晶パネル側に反射させる光反射シ一 ト

など備えている。

[0003] また、シャーシには、液晶表示装置の駆動に係る回路基板が取 り付けられ

てお り、この回路基板を覆 う形で基板カバーが取 り付けられているものが知

られている。このような基板カバ一及び回路基板は、例えば、 ビスなどの取

付手段によってシャーシに取 り付けられる。このような、 ビスで回路基板を

固定する構成の液晶表示装置の一例 として下記特許文献 1 に記載されたもの

が知 られている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献1 ：特開 2 0 0 7 _ 1 8 0 7 5 1 号公報

[0005] (発明が解決 しょうとする課題）

ところで、シャーシに基板カバ一を取 り付ける作業は、シャーシを立てた

状態、つま り、シャーシにおける基板カバーの取付面が鉛直方向に沿った状

態で行われることがある。このため、作業者が基板カバーを取 り付ける際に



は、基板カバーが落下しないように手などで保持しておく必要があり、作業

性において改善の余地があった。また、基板カバーを作業者が手で保持する

場合は、取付作業中に基板カバーが落下し、回路基板に接触 して、回路基板

を傷付ける事態も懸念される。

発明の概要

[0006] 本発明は上記のような事情に基づいて完成されたものであって、基板カバ

一の取付作業を容易に行うことができる照明装置を提供することを目的とす

る。また、このような照明装置を備えた表示装置、及びテレビ受信装置を提

供することを目的とする。

[0007] (課題を解決するための手段）

上記課題を解決するために、本発明の照明装置は、光源と、前記光源が収

容されたシャーシと、前記シャーシの底板に取り付けられた回路基板と、前

記底板に取り付けられ、前記回路基板を覆う形で配された基板カバーと、を

備え、前記底板には、前記基板カバー側に突出された突部が設けられ、前記

底板の板面が鉛直方向に沿う形で前記シヤーシが設置された設置状態におい

て、前記突部は、前記基板カバーを支持することに特徴を有する。

[0008] 本発明において、シャ一シの底板の板面が鉛直方向に沿う形でシャ一シが

設置された設置状態では、突部によって基板カバーが支持される構成となつ

ている。これにより、上記設置状態において、シャーシに基板カバ一を取り

付ける際に、基板カバーの落下を抑制でき、取付に係る作業性を向上させる

ことができる。

[0009] 上記構成で、前記設置状態において、前記突部は、前記基板カバーの下端

部を下方から支持するものとすることができる。本発明においては、基板力

バーの下端部を下方から支持した状態で、基板カバーの取り付けを行うこと

ができる。このため、突部に支持された基板カバーが、仮に突部から落下す

る場合であっても、基板カバーは、突部との当接箇所を回転中心として、回

路基板から遠ざかる方向に回転する形で落下する。仮に突部が形成されてい

ない構成の場合は、底板の板面に沿って基板カバーが落下する可能性があり



、回路基板に基板カバーが接触す るおそれがある。 この点、本発明において

は、突部 を備 えることによって、底板の板面に沿 って基板カバーが落下す る

事態 を抑制でき、回路基板 を保護できる。

[001 0 ] また、前記突部には、前記基板カバーの前記下端部が嵌合 され る凹部が形

成 されているもの とす ることができる。基板カバ一取 り付 け時に、基板カバ

一の下端部 を凹部に嵌合 させ ることで、突部か ら基板カバーが落下す る事態

を抑制できる。

[001 また、前記基板カバーには、前記突部が揷通可能な揷通孔が形成 され、前

記突部は、前記揷通孔に揷通 され ることで、前記基板カバー を支持す るもの

とす ることができる。基板カバー取 り付 け時に、基板カバーの揷通孔を突部

に揷通 させ ることで、突部か ら基板カバーが落下す る事態 を抑制でき、よ り

確実に基板カバー を支持す ることができる。

[001 2 ] また、前記突部の先端か らは、前記基板カバー を前記 シャー シとは反対側

か ら覆 う形で先端部が延びているもの とす ることができる。先端部にて基板

カバー をシャー シとは反対側か ら覆 うことで、突部か ら基板力/ 《一が落下す

る事態 を抑制でき、よ り確実に基板カバー を支持す ることができる。

[001 3 ] また、前記回路基板は、前記底板に突設 された複数の取付部に跨がる形で

取 り付 けられてお り、前記突部は、前記複数の取付部の うち、少な くとも一

つの取付部に形成 されているもの とす ることができる。

[001 4 ] また、前記突部は、前記 シャー シと一体形成 されているもの とす ることが

できる。 このような構成 とすれ ば、部品点数 を削減す ることができ、コス ト

削減 に寄与す ることが可能 となる。

[001 5 ] 次に、上記課題 を解決す るために、本発明の表示装置 は、上記照明装置 と

、前記照明装置か らの光 を利用 して表示を行 う表示パネル と、を備 えること

を特徴 とす る。

[001 6] また、前記表示パネル と しては液晶を用 いた液晶パネル を例示す ることが

できる。 このような表示装置 は液晶表示装置 と して、種 々の用途、例 えばテ

レビやパ ソコンのデスク トップ画面等に適用でき、特に大型画面用 と して好



適 で あ る。

[001 7] 次 に、上 記 課 題 を解 決 す るた め に、本発 明の テ レ ビ受信 装置 は、上 記 表 示

装置 を備 え る ことを特徴 とす る。

[001 8] (発 明の効 果 ）

本発 明 に よれ ば、基 板 カバ ー の取 付 作 業 を容 易 に行 う ことが で き る照 明装

置 を提 供 す る ことが で き る。

図面の簡単 な説 明

[001 9] [ 図 1] 本 発 明の実施 形態 1 に係 るテ レ ビ受信 装置 の概 略構 成 を示す 分解 斜視 図

[図 2] 図 1 の テ レ ビ受信 装置 が備 え る液 晶表 示装置 の概 略構 成 を示す 分解 斜視

図 。

[図 3] 液 晶表 示装置 の長 辺方 向 に沿 った 断 面構 成 を示す 断 面 図 。

[図 4] 図 3 の液 晶表 示装置 が備 え るバ ック ライ ト装置 の裏 面 を示す 平 面 図 。

[図 5] 図 4 に お いて基 板 カバ ー を取 り付 けた状 態 を拡 大 して示す拡 大 図 。

[図 6] 基 板 カバ ー 及 び コ ン トロー ル 基 板 の取 付構 造 を示す 断 面 図 （図 5 の A _

A 線 で切 断 した 図） 。

[図 7] 本 発 明の実施 形態 2 に係 る突部 を示す 断 面 図 。

[図 8] 本 発 明の実施 形態 3 に係 る突部 を示す 断 面 図 。

[図 9] 本 発 明の実施 形態 4 に お いて 、基 板 カバ ー を取 り付 けた状 態 を示す 平 面

図 。

[図 10] 本 発 明の実施 形態 4 に係 る突部 を示す 断 面 図 。

発 明 を実施 す るための形態

[0020] < 実 施 形態 1 >

本発 明の実施 形態 1 を図 1 な い し図 6 に よ って説 明す る。 まず 、液 晶表 示

装置 1 0 を備 えた テ レ ビ受信 装置 T V の構 成 につ いて説 明す る。 図 1 は本 実

施 形態 の テ レ ビ受信 装置 の概 略構 成 を示す 分解 斜視 図 、 図 2 は図 1 の テ レ ビ

受信 装置 が備 え る液 晶表 示装置 の概 略構 成 を示す 分解 斜視 図 、 図 3 は図 2 の

液 晶表 示装置 の長 辺方 向 に沿 った 断 面構 成 を示す 断 面 図 で あ る。 な お、液 晶



表示装置 1 0 (及 び シャー シ 1 4 ) の長辺方 向を X 軸方 向 と し、短辺方 向を

Y 軸方 向 と し、図 3 にお ける上下方 向を Z 軸方 向 （表裏方 向） と して いる。

[0021 ] 本実施 形態 に係 るテ レビ受信装置 T V は、図 1 に示す よ うに、液 晶表示装

置 1 0 と、 当該液 晶表示装置 1 0 を挟 む よ うに して収容す る表裏両キ ャ ビネ

ッ トC a , C b と、電源基板 P と、チ ューナ一 丁と、ス タン ドS とを備 えて

構成 され る。液 晶表示装置 1 0 (表 示装置 ） は、全体 と して横長の方形 を成

し、縦置 き状態 （短辺方 向が鉛 直方 向に沿 って配 され た状態 で収容 され て い

る。なお、以下の説 明においては、 この縦置 き状態 にお ける上下方 向 （図 4

の上下方 向、 Y 軸方 向） を上下方 向 と呼ぶ こととす る。 この液 晶表示装置 1

0 は、図 2 に示す よ うに、液 晶パ ネル 1 1 (表 示パ ネル） と、外部光源 で あ

るバ ックライ ト装置 1 2 (照 明装置 ） とを備 え、 これ らが枠状のべゼル 1 3

な どによ り一体 的に保持 され るよ うにな つて いる。

[0022] 次 に、液 晶表示装置 1 0 を構成す る液 晶パ ネル 1 1 及 びバ ックライ ト装置

2 につ いて説 明す る。液 晶パ ネル 1 1 は、一対の ガラス基板が所定のギ ヤ

ップを隔てた状態 で貼 り合わせ られ る とともに、両 ガラス基板間 に液 晶が封

入 され た構成 とされ る。一方の ガラス基板 には、互 いに直交す る ソース配線

とゲー ト配線 とに接続 され たスイ ッチ ング素子 （例 えば T F T ) と、そのス

イ ッチ ング素子 に接続 され た画素電極 、 さ らには配 向膜等が設 け られ 、他方

の ガラス基板 には、 R (赤色 ） G (緑色 ） B (青色 ）等の各着色部が所

定配列 で配置 され た カラー フィル タや対 向電極 、 さ らには配 向膜等が設 け ら

れ て いる。なお、両基板の外側 には偏光板 1 1 a , 1 1 b が取 り付 け られ て

いる （図 3 参照）。

[0023] バ ックライ ト装置 1 2 は、図 2 に示す よ うに、光 出射面側 （液 晶パ ネル 1

1 側 ） に開 口部 1 4 b を有す る略箱型 をなす シャー シ 1 4 と、 シャー シ 1 4

の開 口部 1 4 b を覆 うよ うに して取 り付 け られ る拡散板 1 5 a と、拡散板 1

5 a と液 晶パ ネル 1 1 との間 に配 され る複 数の光学 シ一 ト1 5 b と、 シャ一

シ 1 4 の長辺 に沿 って配 され拡散板 1 5 a の長辺縁部 をシャー シ 1 4 との間

で挟 んで保持す るフ レーム 1 6 とを備 える。



[0024] さらに、シャーシ 1 4 内には、冷陰極管 1 7 (光源）と、冷陰極管 1 7 を

シャーシ 1 4 に取り付けるためのランプクリップ 1 8 と、冷陰極管 1 7 の各

端部において電気的接続の中継を担う中継コネクタ 1 9 と、冷陰極管 1 7 群

の端部及び中継コネクタ 1 9 群を一括して覆うホルダ 2 0 とが収容されてい

る。なお、当該バックライ ト装置 1 2 においては、冷陰極管 1 7 よりも拡散

板 1 5 a 側が光出射側となっている。

[0025] シャーシ 1 4 は、金属製の板状部材が板金成形されたものとされ、矩形平

板状の底板 1 4 a と、その各辺から立ち上がり略 U字状に折り返された外縁

部 2 (短辺方向の短辺外縁部 2 a 及び長辺方向の長辺外縁部 2 1 b ) と

からなる略箱型をなしている。シャーシ 1 4 の底板 1 4 a において、その長

辺方向の両端部には、中継コネクタ 1 9 を取り付けるための複数の取付孔 2

2 が貫通形成されている。さらに、シャーシ 1 4 の長辺外縁部 2 b の上面

には、図 3 に示すように、固定孔 1 4 c が貫通形成されており、例えばネジ

等によりべゼル 1 3 、フレーム 1 6 、及びシャーシ 1 4 等を一体化すること

が可能とされている。なお、シャーシ 1 4 の材質は金属に限定されず適宜変

更可能である。

[0026] 図 2 または図 6 に示すように、シャーシ 1 4 の底板 1 4 a の内面側 （冷陰

極管 1 7 と対向する面側）には光反射シ一 ト2 3 が配設されている。光反射

シー ト2 3 は、合成樹脂製とされ、その表面が反射性に優れた白色とされて

おり、シャーシ 1 4 の底板 1 4 a の内面に沿ってそのほぼ全域を覆うように

敷かれている （図 3 では光反射シー トは不図示）。この光反射シー ト2 3 に

より、冷陰極管 1 7 から出射された光を拡散板 1 5 a 側に反射させることが

可能となっている。

[0027] —方、シャーシ 1 4 の開口部 1 4 b 側には拡散板 1 5 a 及び光学シー ト1

5 b が配設されている。拡散板 1 5 a は、合成樹脂製の板状部材に光散乱粒

子が分散配合されてなり、管状光源たる冷陰極管 1 7 から出射される線状の

光を拡散する機能を有する。拡散板 1 5 a の短辺縁部は上記したようにホル

ダ 2 0 の第 1 面 2 0 a 上に載置されており、上下方向の拘束力を受けないも



のとされている。一方、拡散板 1 5 a の長辺縁部は、シャーシ 1 4 とフ レー

ム 1 6 とに挟まれることで固定されている。

[0028] 拡散板 1 5 a 上に配される光学シ一 ト1 5 b は、拡散板 1 5 a 側から順に

、拡散シー ト、 レンズシー ト、反射型偏光板が積層されたものであり、冷陰

極管 1 7 から出射され、拡散板 1 5 a を通過 した光を面状の光とする機能を

有する。当該光学シ一 ト1 5 b の上面側には液晶パネル 1 1 が設置され、当

該光学シー ト1 5 b は拡散板 1 5 a と液晶パネル 1 1 とにより挟持されてい

る。

[0029] 冷陰極管 1 7 は、細長い管状をな しており、その長さ方向 （軸方向）をシ

ヤー シ 1 4 の長辺方向と一致させた状態で、かつ多数本 （本実施形態では 2

0 本）が互いに平行に並んだ状態でシャーシ 1 4 内に収容されている （図 2

参照）。これ ら冷陰極管 1 7 の各端部には駆動電力を受容する端子 （図示せ

ず）が備えられ、当該端部が中継コネクタ 1 9 に嵌め込まれ、これ ら中継コ

ネクタ 1 9 を被覆するようにホルダ 2 0 が取 り付けられている。

[0030] 冷陰極管 1 7 の端部を覆うホルダ 2 0 は、白色を呈する合成樹脂製とされ

、シャーシ 1 4 の短辺方向に沿って延びる細長い略箱型をな している。当該

ホルダ 2 0 は、シャーシ 1 4 の短辺外縁部 2 a と一部重畳 した状態で配さ

れており、短辺外縁部 2 a とともに当該バックライ ト装置 1 2 の側壁を構

成 している。図 3 に示すように、ホルダ 2 0 のうちシャーシ 1 4 の折返 し外

縁部 2 1 a と対向する面からは挿入 ピン 2 4 が突出 しており、当該挿入 ピン

2 4 がシャーシ 1 4 の短辺外縁部 2 a の上面に形成された揷入孔 2 5 に揷

入されることで、当該ホルダ 2 0 はシャーシ 1 4 に取 り付けられるものとさ

れている。

[0031 ] ホルダ 2 0 の階段状面は、図 3 に示すように、シャーシ 1 4 の底板 1 4 a

と平行な 3 面からな り、最も低い位置にある第 1 面 2 0 a には拡散板 1 5 a

の短辺縁部が載置されている。さらに、第 1 面 2 0 a からは、シャーシ 1 4

の底板 1 4 a に向けて傾斜する傾斜カバ一 2 6 が延出 している。ホルダ 2 0

の階段状面の第 2 面 2 0 b には、液晶パネル 1 1 の短辺縁部が載置されてい



る。ホルダ 2 0 の階段状面のうち最も高い位置にある第 3 面 2 0 c は、シャ

ーシ 1 4 の短辺外縁部 2 a と重畳する位置に配され、べゼル 1 3 と接触す

るものとされている。

[0032] 図 2 及び図 4 に示すように、シャーシ 1 4 の底板 1 4 a の外面側 （冷陰極

管 1 7 とは反対側、裏面側）には、インバ一タ基板 3 0 及びコン トロール基

板 4 0 が取り付けられている。なお、上述した電源基板 P (図 1参照、図 4

では図示せず）は、インバータ基板 3 0 やコン トロール基板 4 0 などと電気

的に接続され、これらの各基板に電力を供給する電力供給源とされている。

[0033] インバータ基板 3 0 は、シャーシ 1 4 の長辺方向の両端部にそれぞれ設け

られ、シャーシ 1 4 の短辺方向に沿った長い方形状をなしている。各インバ

—タ基板 3 0 は、コネクタ 2 7 及びハーネス 2 8 を介して冷陰極管 1 7 と電

気的に接続されている。また、インバ一タ基板 3 0 は、電源基板 P から入力

される入力電圧を トランスなどにより構成されるインバ一タ回路によって昇

圧し、入力電圧よりも高い出力電圧を冷陰極管 1 7 へ出力するなどして冷陰

極管 1 7 の点灯 （又は消灯）を制御する機能を有する。

[0034] コン トロール基板 4 0 (回路基板）は、図 4 に示すように、方形状をなし

ており、シャーシ 1 4 の長辺方向の中央部、かつシャーシ 1 4 の短辺方向に

おいて一方に偏った位置 （図 4 の上側）に配されている。コン トロール基板

4 0 は、合成樹脂製 （例えば紙フエノール製またはガラスエポキシ樹脂製な

ど）の基板上に回路部品 4 1 が実装されており、チューナ一 T からのテレビ

信号などの各種入力信号を液晶駆動用の信号に変換し、その変換した液晶駆

動用の信号を液晶パネル 1 1 に供給する機能を有する。

[0035] シャーシ 1 4 の底板 1 4 a には、図 2 及び図 5 に示すように、コン トロー

ル基板 4 0 を覆う形で基板カバ一 6 0 が取り付けられている。また、各イン

バータ基板 3 0 を覆う形で基板カバー 3 が底板 1 4 a に、それぞれ取り付

けられている。このような基板カバ一 6 0 , 3 1 は、各基板 4 0 , 3 0 の保

護を図るとともに、基板駆動時など基板が高温となった際に、各基板 4 0 ,

3 0 に手などが触れる事態を防止する機能を担っている。なお、図 4 は、基



板カバ一 6 0 , 3 をシャーシ 1 4 か ら取 り外 した状態を示 している。

[0036] 基板カバ一 6 0 は、図 2 及び図 6 に示すように、板状をな してお り、シャ

ーシ 1 4 側に向かって開口された断面視略 U字型をなす中央部 6 1 と、中央

部 6 においてシャーシ 1 4 の短辺方向の両端 （図 6 の上下両端）か ら底板

4 a に沿 ってそれぞれ延びる端部 6 2 (上端部 6 2 A 及び下端部 6 2 B )

と、を備えている。なお、図 6 においては、コン トロール基板 4 0 及び基板

カバ一 6 0 を断面視にて図示 してある。

[0037] 次に、シャーシ 1 4 に対するコン トロール基板 4 0 及び基板カバ一 6 0 の

取付構造について説明する。シャーシ 1 4 の底板 1 4 a におけるシャーシ 1

4 外側の面において、コン トロール基板 4 0 の取付箇所には、図 5 及び図 6

に示すように、取付台座部 5 0 (取付部、図 5 では一部破線で示す）が複数

形成 されてお り、コン トロール基板 4 0 は、複数の取付台座部 5 0 に跨る形

で配 されている。また、コン トロール基板 4 0 は、各取付台座部 5 0 に対 し

て、 ビス B 1 によって、取 り付けられている。

[0038] 取付台座部 5 0 は、図 6 に示すように、底板 1 4 a の一部をシャーシ 1 4

外面側に突き出す ことで形成 されている （突設 されている）。取付台座部 5

0 は、図 5 に示すように、方形状をなすコン トロール基板 4 0 の 4 隅に対応

する位置にそれぞれ形成 されている。図 5 に示す上側の取付台座部 5 0 (符

号 5 O A で示す）は、略半球状をな している。一方、図 5 に示す下側の取付

台座部 5 0 (符号 5 0 B で示す）は平面視において、図 5 の上下方向に長い

略方形状をな している。

[0039] 図 6 に示すように、各取付台座部 5 0 には、 ビス B 1 が揷通可能な円形状

の取付孔 5 がそれぞれ形成 されている。そ して、取付台座部 5 0 B には、

その一部をシャーシ 1 4 外面側に突き出 した形 （つま り、シャーシ 1 4 と一

体形成）で突部 5 2 が形成 されている。突部 5 2 は、縦置き状態 （設置状態

) において、隣接する取付孔 5 1 の下方に配 されてお り、基板カバ一 6 0 の

下側の端部 6 2 を支持する構成 となっている。

[0040] 図 5 に示すように、突部 5 2 は、略四角柱状をな している。突部 5 2 は、



その突 き出 し方 向が、シャー シ 1 4 の底板 1 4 a の板面 （X 軸及び Y 軸方 向

、図 6 では上下方 向） と直交す る方 向 と一致す る形で延びている。

[0041 ] 突部 5 2 は、その突出長 さ L 1 力、 基板 カバ一 6 0 の板厚 t 1 とコン ト口

—ル基板 4 0 の板厚 t 2 とを合わせた長 さ以上の長 さとなる形で形成 され て

お り、図 6 に示す よ うに、 コン トロール基板 4 0 及 び基板 カバ一 6 0 を下方

か ら支持す る構成 とな っている。なお、突部 5 2 の形状 は、柱状 に限定 され

るものではな く、適宜変更可能である。例 えば、突部 5 2 を円柱状 と して も

よい。

[0042] コン トロール基板 4 0 には、 ビス B 1 を揷通可能な円形状の ビス揷通孔 4

5 が形成 され ている。そ して、基板 カバ一 6 0 の端部 6 2 において ビス揷通

孔 4 5 と重畳す る箇所には、円形状の ビス揷通孔 6 5 が形成 され ている。 こ

れ によ り、 ビス揷通孔 4 5 , 6 5 の双方 に ビス B 1 をシャー シ 1 4 外側か ら

揷通 させた後 に、取付台座部 5 0 の取付孔 5 に ビス B 1 の先端部 を螺合 さ

せ る ことで、シャー シ 1 4 に対す るコン トロール基板 4 0 及 び基板 カバ一 6

0 の取付が可能な構成 とな っている。

[0043] また、上述 した よ うに取付台座部 5 0 は、底板 1 4 a の一部 をシャー シ 1

4 外面側 に突 き出す ことで形成 され ている。 このため、 ビス B 1 を取付孔 5

の 内周 に螺合 させた際 に、 ビス B 1 の先端が底板 1 4 a に配設 された光反

射 シー ト2 3 と干渉す る事態 を抑制可能 とな っている。

[0044] また、本実施形態 においては、シャー シ 1 4 の底板 1 4 a において、イ ン

バー タ基板 3 0 の長辺方 向両端 に対応す る箇所にも取付台座部 5 O A 、取付

台座部 5 0 B がそれ ぞれ形成 され てお り、イ ンバー タ基板 3 0 及 び基板 カバ

_ 3 1 を ビス B 1 を介 して取 り付 け可能な構成 とな っている。また、取付台

座部 5 0 B に も突部 5 2 が形成 され てお り、イ ンバー タ基板 3 0 及 び基板 力

バー 3 1 を支持可能な構成 とな っている。なお、イ ンバー タ基板 3 0 及 び基

板 カバー 3 を取付台座部 5 0 に取 り付 けるための取付構造 （突部 5 2 及 び

ビス B 1 を用 いる構造）は、 コン トロール基板 4 0 及 び基板 カバ一 6 0 を取

付台座部 5 0 に取 り付 けるための取付構造 と同 じであるため、詳 しい説明は



省略する。

[0045] 次に、本実施形態のバ ックライ ト装置 1 2 において、シャーシ 1 4 に対 し

てコン トロール基板 4 0 及び基板カバ一 6 0 を取 り付ける手順について説明

する。本実施形態においては、シャーシ 1 4 を保持具 （図示せず）などで縦

置き状態 とし、この縦置き状態において、コン トロール基板 4 0 及び基板力

バー 6 0 の取 り付けが行われる。

[0046] なお、ここでいう縦置き状態 とは、シャーシ 1 4 の底板 1 4 a の板面 1 4

a 1 が鉛直方向に沿 う形でシャーシ 1 4 を設置 した設置状態 （図 4 及び図 6

の状態）の ことである。また、この縦置き状態においては、コン トロール基

板 4 0 は、底板 1 4 a における上部であって左右方向における中央部に配 さ

れる。

[0047] まず、図 6 に示すように、各取付台座部 5 0 B の各突部 5 2 における上面

5 2 A にコン トロール基板 4 0 の下端部を載せる。これによ り、コン トロー

ル基板 4 0 が突部 5 2 によって支持 される。

[0048] 続 いて、コン トロール基板 4 0 をシャーシ 1 4 外側 （図 6 の右側）か ら覆

う形で基板カバ一 6 0 を配する。この時、基板カバ一 6 0 の下端部 6 2 B を

各突部 5 2 における上面 5 2 A に載せる。これによ り、図 5 に示すように、

両突部 5 2 に跨る形で基板カバ一 6 0 が支持 される。なお、この状態では、

基板カバ一 6 0 の各端部 6 2 とコン トロール基板 4 0 の上下両側の周端部 と

力、 それぞれ平面視において重畳する形で配 される。

[0049] 次に、コン トロール基板 4 0 の ビス揷通孔 4 5 及び基板カバ一 6 0 の ビス

揷通孔 6 5 の双方に ビス B 1 をシャーシ 1 4 外側か ら揷通 させ、取付台座部

5 0 の取付孔 5 1 に ビス B 1 の先端部を螺合 させる。これによ り、シャーシ

4 に対するコン トロール基板 4 0 及び基板カバー 6 0 の取付が完了する。

[0050] 以上、説明 したように、本実施形態においては、冷陰極管 1 7 と、冷陰極

管 1 7 が収容 されたシャーシ 1 4 と、シャーシ 1 4 の底板 1 4 a に取 り付け

られたコン トロール基板 4 0 と、底板 1 4 a に取 り付けられ、コン トロール

基板 4 0 を覆 う形で配 された基板カバ一 6 0 と、を備え、底板 1 4 a には、



基板カバ一 6 0 側に突出された突部 5 2 が設けられ、底板 1 4 a の板面 1 4

a 1 が鉛直方向 （Y 軸方向）に沿う形でシャーシ 1 4 が設置された設置状態

において、突部 5 2 は、基板カバ一 6 0 を支持することに特徴を有する。

[0051 ] 本実施形態においては、シャーシ 1 4 の底板 1 4 a の板面 1 4 a 1 が鉛直

方向に沿う形でシャーシ 1 4 が設置された設置状態においては、突部 5 2 に

よって基板カバ一 6 0 を支持する構成となっている。これにより、上記設置

状態において、シャーシ 1 4 に基板カバ一 6 0 を取 り付ける際に、基板カバ

- 6 0 の落下を抑制でき、取付に係る作業性を向上させることができる。

[0052] 上記構成において、設置状態において、突部 5 2 は、基板カバ一 6 0 の下

端部 6 2 B を下方から支持するものとすることができる。基板カバー 6 0 の

下端部 6 2 B を下方から支持 した状態で、基板カバー 6 0 の取 り付けを行う

ことができる。このため、突部 5 2 に支持された基板カバ一 6 0 力、 仮に突

部 5 2 から落下する場合であっても、基板カバ一 6 0 は、突部 5 2 との当接

箇所を回転中心として、回路基板から遠ざかる方向に回転する形で落下する

(基板カバ一 6 0 の回転方向を図 6 の矢線 P で示す）。

[0053] 仮に突部 5 2 がない構成の場合は、底板 1 4 a の板面 1 4 a 1 に沿って基

板カバー 6 0 が落下する。つまり、図 6 の状態から真下に基板カバー 6 0 が

落下する可能性があり、コン トロール基板 4 0 (回路部品 4 1 など）に基板

カバー 6 0 が接触するおそれがある。この点、本実施形態においては、突部

5 2 を備えることによって、底板 1 4 a の板面 1 4 a 1 に沿って基板カバ一

6 0 が落下する事態を抑制でき、コン トロール基板 4 0 (ひいては、その実

装部品）を保護できる。

[0054] また、コン トロール基板 4 0 は、シャーシ 1 4 に突設された複数の取付台

座部 5 0 に跨がる形で取 り付けられており、突部 5 2 は、複数の取付台座部

5 0 のうち、少なくとも一つの取付台座部 5 0 に形成されている。

[0055] また、突部 5 2 は、シャーシ 1 4 と一体形成されている。このような構成

とすれば、部品点数を削減することができ、コス ト削減に寄与することが可

能となる。



[0056] < 実施形態 2 >

次に、本発明の実施形態 2 を図 7 によって説明する。上記実施形態 と同一

部分には、同一符号を付 して重複する説明を省略する。本実施形態のバ ック

ライ ト装置 1 1 2 においては、突部の構成が上記実施形態 と異なる。本実施

形態の突部 1 5 2 には、下方に凹む形状の凹部 1 5 2 A が形成 されてお り、

この凹部 1 5 2 A に基板カバ一 6 0 の下端部 6 2 B 及びコン トロール基板 4

0 の下端部を嵌合 させることが可能 となっている。

[0057] このような構成 とすれば、基板カバー 6 0 を取 り付ける際に、基板カバー

6 0 の下端部 6 2 B を凹部 1 5 2 A に嵌合 させることで、突部 1 5 2 か ら基

板カバー 6 0 が落下する事態を抑制できる。なお、本実施形態では、凹部 1

5 2 A に基板カバ一 6 0 及びコン トロール基板 4 0 の双方を嵌合 させる構成

としたが、これに限定されない。例 えば、凹部 1 5 2 A に基板カバ一 6 0 の

みを嵌合 させる構成 としてもよい。

[0058] < 実施形態 3 >

次に、本発明の実施形態 3 を図 8 によって説明する。上記実施形態 と同一

部分には、同一符号を付 して重複する説明を省略する。本実施形態のバ ック

ライ ト装置 2 2 においては、突部に係る構成が上記実施形態 と異なる。本

実施形態の突部 2 5 2 は、シャーシ 1 4 と別部品で構成 された板状の部材 と

される。

[0059] 突部 2 5 2 は、底板 1 4 a の板面 1 4 a に対 して交差する方向に対 して

、下方に傾斜する形で突き出 している。突部 2 5 2 の先端か らは、基板カバ

_ 2 6 0 をシャーシ 1 4 とは反対側 （図 8 の右側）か ら覆 う形で先端部 2 5

3 が延びている。つま り、突部 2 5 2 と先端部 2 5 3 とは、断面視において

略 L 字状をなす部材を構成 している。このように、先端部 2 5 3 にて基板力

バ一 2 6 0 の下端部 2 6 2 B をシャーシ 1 4 とは反対側か ら覆 うことで、突

部 2 5 2 か ら基板カバー 2 6 0 が落下する事態を抑制でき、よ り確実に基板

カバ一 2 6 0 を支持することができる。

[0060] また、上記実施形態では、コン トロール基板 4 0 の ビス揷通孔 4 5 及び基



板カバ一 6 0 の ビス揷通孔 6 5 の双方に ビス B を貫通 させることで、コン

トロール基板 4 0 及び基板カバ一 6 0 をシャーシ 1 4 に取 り付 ける構成、言

い換えると、コン トロール基板 4 0 及び基板カバ一 6 0 を同時に取 り付 ける

構成 とした。 これに対 して、本実施形態においては、コン トロール基板 4 0

及び基板カバ一 2 6 0 をそれぞれ別の ビス B でシャーシ 1 4 に対 して個別

に取 り付 けてある。つま り、コン トロール基板 4 0 と基板カバ一 2 6 0 が別

々に固定 されている。 このため、コン トロール基板 4 0 は突部 2 5 2 に支持

されてお らず、基板カバ一 2 6 0 のみ突部 2 5 2 に支持 され る構成 となって

いる。

[0061 ] < 実施形態 4 >

次に、本発明の実施形態 4 を図 9 及び図 1 0 によって説明する。上記実施

形態 と同一部分には、同一符号 を付 して重複する説明を省略する。本実施形

態のバ ックライ ト装置 3 2 においては、突部に係 る構成が上記実施形態 と

異なる。本実施形態の突部 3 5 2 は、底板 1 4 a か ら延びる基端部 3 5 2 B

と、基端部 3 5 2 B に対 して上方に折れ曲がる形で延びる先端部 3 5 2 A と

か ら構成 され、全体 としては断面視略 L 字状をな している。

[0062] 基板カバ一 3 6 0 の下端部 3 6 2 B には、図 9 に示すように、各突部 3 5

2 に対応 して揷通孔 3 6 3 がそれぞれ形成 されている。揷通孔 3 6 3 は、方

形状をな してお り、突部 3 5 2 が揷通可能 とされ る。本実施形態では、突部

3 5 2 を揷通孔 3 6 3 に揷通することで、基板カバー 3 6 0 を支持可能な構

成 となっている。 このような構成 とすれば、基板カバ一 3 6 0 を取 り付 ける

際に、基板カバ一 3 6 0 の揷通孔 3 6 3 を突部 3 5 2 に揷通 させることで、

突部 3 5 2 か ら基板カバー 3 6 0 が落下する事態を抑制でき、よ り確実に基

板カバ一 3 6 0 を支持することができる。なお、揷通孔 3 6 3 の形状は方形

状に限定 されず適宜変更可能である。

[0063] また、本実施形態においては、突部 3 5 2 の先端部 3 5 2 A を揷通孔 3 6

3 の縁部に対 して、シャーシ 1 4 の外側 （シャーシ 1 4 側 とは反対側）か ら

係止 させることができる。 このようにすれば、突部 3 5 2 が揷通孔 3 6 3 か



ら抜 けに くくな り、突部 3 5 2 にて、基板カバ一 3 6 0 を、よ り確実に支持

す ることができる。

[0064] < 他 の実施形態 >

本発明は上記記述及び図面によって説明 した実施形態に限定 され るもので

はな く、例 えば次のような実施形態 も本発明の技術的範囲に含まれ る。

[0065] ( 1 ) 上記実施形態において、突部の形状、個数な どは適宜変更可能であ

る。突部は基板カバー を支持できるものであれ ばよ く、例 えば、一対の突部

によ り、基板カバ一 を挟み こんで支持す る構成の ものであってもよい。

[0066] ( 2 ) 突部 5 2 の形成箇所は取付台座部 5 0 に限定 され るものではない。

シャー シ 1 4 の底板 1 4 a において、取付台座部 5 0 以外の箇所に形成 され

ていてもよい。また、複数の取付台座部 5 0 の うち、少な くとも一つの取付

台座部 5 0 に形成 されていてもよい。

[0067] ( 3 ) 取付台座部 5 0 の形状は、上記実施形態の ものに限定 されない。ま

た、基板カバ一 6 0 及び コン トロール基板 4 0 は、シャー シ 1 4 の底板 1 4

a の うち、取付台座部 5 0 が形成 されていない箇所に取 り付 けられ る構成で

あってもよい。

[0068] ( 4 ) 上記実施形態では、回路基板 と して、コン トロール基板 4 0 を例 示

したが、 これ に限定 されない。シャー シ 1 4 に取 り付 けられ る回路基板及び

基板カバーであれ ば、本発明の構成 （突部にて支持す る構成）を適用す るこ

とが可能である。

[0069] ( 5 ) 上記 した各実施形態では、光源 と して冷陰極管 1 7 を用 いた場合 を

示 したが、 これ に限定 されない。光源 と して熱陰極管や L E D な どを用 いる

ことも可能である。

[0070] ( 6 ) 上記 した実施形態では、液晶パネル及びシャー シがその短辺方向を

鉛直方向と一致 させた縦置 き状態 とされ るものを例示 したが、液晶パネル及

びシャー シがその長辺方向を鉛直方向と一致 させた縦置 き状態 とされ るもの

であってもよい。

[0071 ] ( 7 ) 上記 した実施形態では、液晶表示装置のスイ ッチング素子 と して T



F T を用いたが、 T F T 以外のスイッチング素子 （例えば薄膜ダイオー ド （

T F D ) ) を用いた液晶表示装置にも適用可能であり、カラ一表示する液晶

表示装置以外にも、白黒表示する液晶表示装置にも適用可能である。

[0072] ( 8 ) 上記した実施形態では、表示パネルとして液晶パネルを用いた液晶

表示装置を例示したが、他の種類の表示パネルを用いた表示装置にも本発明

は適用可能である。

[0073] ( 9 ) 上記した実施形態では、チューナ一を備えたテレビ受信装置を例示

したが、チューナーを備えない表示装置にも本発明は適用可能である。

符号の説明
[0074] 0 液晶表示装置 （表示装置）、 1 1 液晶パネル （表示パネル）、 1 2

, 1 1 2 , 2 1 2 , 3 1 2 バックライ ト装置 （照明装置）、 1 4 シャ一

シ、 1 4 a 底板、 1 4 a 1 底板の板面、 1 7 冷陰極管 （光源）、 4 0

コン トロール基板 （回路基板）、 5 0 取付台座部 （取付部）、 5 2 , 1

5 2 , 2 5 2 , 3 5 2 突部、 6 0 , 2 6 0 , 3 6 0 基板カバ一、 6 2 B

, 2 6 2 B , 3 6 2 B 基板カバ一の下端部、 1 5 2 A 凹部、 2 5 3 先

端部、 3 6 3 揷通孔、 T V テレビ受信装置



請求の範囲

[請求項 1] 光源 と、

前記光源が収容 されたシャー シと、

前記 シャーシの底板に取 り付 けられた回路基板 と、

前記底板に取 り付 けられ、前記回路基板 を覆 う形で配 された基板力

バー と、を備 え、

前記底板には、前記基板カバー側 に突出 された突部が設 けられ、

前記底板の板面が鉛直方向に沿 う形で前記 シャー シが設置 された設

置状態において、前記突部は、前記基板カバー を支持す ることを特徴

とす る照明装置。

[請求項 2] 前記設置状態において、前記突部は、前記基板カバーの下端部 を下

方か ら支持す ることを特徴 とす る請求項 1 に記載の照明装置。

[請求項3] 前記突部には、前記基板カバーの前記下端部が嵌合 され る凹部が形

成 されていることを特徴 とす る請求項 2 に記載の照明装置。

[請求項4] 前記基板カバーには、前記突部が揷通可能な揷通孔が形成 され、

前記突部は、前記揷通孔に揷通 され ることで、前記基板カバー を支

持す ることを特徴 とす る請求項 1 に記載の照明装置。

[請求項5] 前記突部の先端か らは、前記基板カバー を前記 シャー シとは反対側

か ら覆 う形で先端部が延びていることを特徴 とす る請求項 1 か ら請求

項 4 の いずれか 1 項 に記載の照明装置。

[請求項6] 前記回路基板は、前記底板に突設 された複数の取付部に跨がる形で

取 り付 けられてお り、

前記突部は、前記複数の取付部の うち、少な くとも一つの取付部に

形成 されていることを特徴 とす る請求項 1 か ら請求項 5 の いずれか 1

項 に記載の照明装置。

[請求項 7] 前記突部は、前記 シャー シと一体形成 されていることを特徴 とす る

請求項 1 か ら請求項 6 の いずれか 1 項 に記載の照明装置。

[請求項8] 請求項 1 か ら請求項 7 の いずれか 1 項 に記載の照明装置 と、



前記照明装置か らの光 を利用 して表示を行 う表示パネル と、を備 え

ることを特徴 とす る表示装置。

[請求項 9] 前記表示パネルが液晶を用 いた液晶パネルであることを特徴 とす る

請求項 8 に記載の表示装置。

[請求項 10] 請求項 8 又は請求項 9 に記載 された表示装置 を備 えることを特徴 と

す るテ レビ受信装置。
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